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初学者にもわかりやすい『地方自治法』動画教材を全４部構成で提供開始 

～レンタルは月額 1,870 円から、全編買切パッケージは 55 万円 

 

「働くを楽しくする」サービスを提供する株式会社インソース（駿河台本社：東京都千代田区、代表

取締役執行役員社長：舟橋孝之、証券コード：6200、以下「当社」）は、この度、当社グループが提供す

る動画・e ラーニングコンテンツを総合的にご紹介・販売する Web サイト「動画百貨店」において、「地

方自治法」全４部を提供開始いたしましたので、お知らせします。 

 

本講座は、地方公共団体の組織および運営を定める地方自治法について、図解や判例を用いながら体

系的に学べる動画教材です。行政機関の新任職員をはじめ、地方行政に携わる方や地方自治法を基礎か

ら学びたい方にご活用いただけます。日々の業務の適正な遂行と、住民から信頼される行政の実現に向

けて、地方自治制度の根幹を習得できる「地方自治法」動画をご活用ください。 

 

＜新作研修＞ 

講座名 「地方自治法」【第１部】～【第４部】 

概要 「地方自治法」は、地方公共団体の組織及び運営に関する事項を定めた最も基本となる法律であ

り、地方分権の流れや社会情勢の変化を受けて改正が重ねられてきた法律でもあります。 

本講座は、弁護士監修のもと制作した４部構成の動画を通じて、基礎から体系的に地方自治法の

概要や本質を学べる内容となっています。 
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・地方自治法【第１部】～地方自治の基本原則 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal_local-autonomy-law_1.html 

・地方自治法【第２部】～地方公共団体の議会と執行機関 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal_local-autonomy-law_2.html 

・地方自治法【第３部】～地方財政 

 https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal-local-autonomy-law-3.html 

・地方自治法【第４部】～国または都道府県の関与・他の地方公共団体との関係 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal-local-autonomy-law-4.html 

 

※シリーズ４本をまとめた【動画教材セットプラン】もご提供しております 

・【動画教材セットプラン】地方自治法コンプリートパッケージ 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal-local-autonomy-law-package.html 
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提供価格 

（税込） 

・データ買い切りプラン ：220,000 円～/ 本 

・動画レンタル視聴プラン：1,870円～/名・４週間 

・動画教材セットプラン（４本セット）：買い切り 550,000 円 

レンタル 5,500 円～/名・４週間 

※人財育成スマートパックでの購入も可能です 

ご契約の料金プランに応じて消費ポイント数が変動します 

お申込 

方法 

当社『動画百貨店』ページ、 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/lineup.html 

または、研修申込システム「WEBinsource」よりお申込みください。 

https://www.insource.co.jp/webins/index.html 

 

＜関連教材（公務員向け動画教材）のご紹介＞ 

講座① 【動画教材セットプラン】 

行政法基礎講座～行政組織法・行政作用法・行政救済法コンプリートパッケージ 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal_administrative_law_total.html 

概要 「行政法」とは、様々な行政分野を規律する法律や条例に共通する基本的な考え方のことで

す。「行政法基礎講座」では弁護士監修のもと、４部構成で体系的に行政法の基礎を学んでいた

だきます。 

※本セットプランは、以下４本の講座をまとめて提供するものでございます。 

単品での提供も承っております 

・行政法基礎講座【第１部】～行政法の体系・行政組織法編 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal_administrative_law_1.html 

・行政法基礎講座【第２部】～行政作用法・前編 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal_administrative_law_2.html 

・行政法基礎講座【第３部】～行政作用法・後編 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal_administrative_law_3.html 

・行政法基礎講座【第４部】～行政救済法編 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal_administrative_law_4.html 

講座② 地方公務員法 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/legal-local-public-servant-law.html 

概要 「地方公務員法」とは、地方公務員の勤務関係・勤務条件・服務などを規定した法律です。 

本講座では弁護士監修のもと、地方公務員法について基礎から解説しております。 

講座③ （官公庁・自治体向け） 

公務員倫理研修～身近な不祥事から学ぶコンプライアンス（冊子教材付き） 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/koumuin-rinri.html 

概要 公務員として必須の倫理観とコンプライアンス意識を、実際の不祥事事例を通じて実践的に学

びます。個人情報の目的外閲覧、誤交付など、身近で起こりうる事例を豊富に取り上げます。 

 

■『動画百貨店』とは 

https://www.insource.co.jp/dougahyakkaten/lineup.html 

当社グループが提供する動画教材・e ラーニングを総合的に紹介・販売する Webサイトです。 

1,400 本を超えるコンテンツ数と、レンタル・買い切り・定額制といった購入プランがご好評をいただ

き、多くのお客さまにご利用いただいております。 
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当社は今後も、社会のニーズに応じた研修・育成コンテンツをいち早く開発し、地域活性化につな

がる教育機会の提供に努めてまいります。 

以 上 

 

【お問合せ先】株式会社インソース    https://www.insource.co.jp/index.html 

（取材・広報に関して） 社長室(井上・下地) TEL:03-5577-2283 

（サービス内容に関して） メディア事業部（佐々木・廣瀬） TEL:03-5577-2273 

 

https://www.insource.co.jp/index.html
TEL:03-5577-2283
TEL:03-5577-2273

